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令和３年度当初予算の概要について御説明申し上げます。御提案いたしております

令和３年度一般会計予算につきましては、４月に市長選挙を控えておりますことか

ら、継続的に取り組んでいる事業や市民生活に密着し停滞させることのできない経

費、国・県制度や、他都市と連携する事業経費等を盛り込むことを基本として編成

しております。 

また、市長選挙後の６月議会に上程が予定される、政策的事業に係る一般財源所

要額として、予備費に５，０００万円を、通常の見込に加えて計上しております。  

この結果、令和３年度一般会計予算の総額は、前年度と比べ、４．９％増の、８

３９億円となり、国の経済対策を活用し、令和２年度２月補正予算に前倒し、計上

した事業費等を含めますと、８４８億円を超える規模となっております。 

特別会計では，国民健康保険事業特別会計など６会計総額で、３６８億２，４９

６万９，０００円となり、前年度に比べ、３億８，６２６万７，０００円、率にし

て１．０％の減となっております。 

公営企業会計では、病院事業会計など６会計総額で、５３７億８７４万６，００

０円となり、前年度に比べ、４２億２，８０１万１，０００円、率にして８．５％

の増となっております。これは主に、病院事業会計において、統合新病院の整備に

係る事業費が増加したことによるものです。 

次に、予算の主な内容について御説明申し上げます。まず一般会計でありますが、

歳入の主なものを申し上げますと、市税収入においては、新型コロナウイルス感染

症の影響等を考慮の上、積算し、その総額は、前年度に比べ、３．６％減の、２９

５億７８２万３，０００円を計上いたしております。 

主な内訳といたしましては、個人市民税が給与収入等の減により、前年度に比べ、

６億３，７９２万６，０００円の減、法人市民税が企業業績の悪化等により、前年

度に比べ、３億４，１２６万４，０００円の減、また、固定資産税及び都市計画税

は軽減措置等により、前年度に比べ、１億６，８４６万９，０００円の減を見込ん



でおります。地方交付税につきましては、国の地方財政計画において、交付団体を

はじめ地方の安定的な財政運営に必要となる、地方の一般財源総額について、実質

的に前年度を上回る水準が確保されたこと等を踏まえ、臨時財政対策債を含む実質

的な普通交付税額は、前年度に比べ、１６．０％増の、９４億円を計上いたしてお

ります。 

市債につきましては、新庁舎や認定こども園等の整備工事を実施することから、

普通債は、前年度に比べ、１９億７，５５０万円増の、７９億１，２１０万円とな

る一方で、特例債では臨時財政対策債が２０億円増加したことから、市債全体で前

年度に比べ、４６．６％増の、１２５億１，２１０万円を計上いたしております。 

次に、歳出につきまして、総務費関係では、日本遺産の認定を受けた、本市の清

酒の歴史や文化をＰＲする、シティプロモーション推進事業に係る経費をはじめ、

新庁舎整備事業として、令和４年度の供用開始に向け、本体工事に係る経費を計上

するとともに、緑ケ丘センター、東緑ケ丘センター等を集約した、（仮称）緑ケ丘

センターの整備に係る経費を計上いたしております。 

また、行政事務のデジタル化により市民サービスの向上を図る、スマート自治体

施策推進事業に係る経費を措置するなど、総額１３４億４，７０３万６，０００円

を計上いたしております。 

歳出総額に占める割合が最も高い民生費関係では、「地域共生社会」の実現に向

けた地域づくり、包括的な支援体制を整備するため、重層的支援体制整備事業に係

る経費を計上するとともに、高齢者が住み慣れた地域で日常生活を維持できるよう、

地域密着型サービス施設整備に要する経費のほか、地域生活支援拠点設置事業とし

て、障がい者の生活を地域全体で支える、サービス提供体制を構築するために必要

な経費を計上いたしております。 

また、全ての子どもの権利を擁護するため、地域の資源や必要なサービスにつな

ぐ等の支援を、より一層強化する、子ども家庭総合支援拠点事業に係る経費を措置

するなど、総額２７９億４，３８２万７，０００円を計上いたしております。 

衛生費関係では、保健センター・口腔保健センター・休日応急診療所の３つの機

能を集約し、機能的で全世代が利用できる新保健センター等複合化施設整備事業に



係る経費のほか、新型コロナウイルスワクチンについて、希望する全ての市民の皆

様が円滑に接種できるよう、医師会をはじめ関係者と密に連携を図りながら、万全

の体制整備を図るための経費を措置するなど、総額６７億４，３５５万１，０００

円を計上いたしております。 

労働費関係では、概ね５０歳までの若年者や、いわゆる「就職氷河期世代」と呼

ばれる方の就労促進を図るための就労サポート事業のほか、労働福祉会館の指定管

理委託に係る経費など、総額１億７０８万円を計上いたしております。 

農業費関係では、都市農業の活性化や振興に向け、営農意欲の向上や環境の整備

を図る都市農業活性化推進事業や、市民農園の管理運営に係る経費など、総額９，

３３０万５，０００円を計上いたしております。 

商工費関係では、本市における、ものづくり産業等の立地を促進するための、企

業立地支援事業や、中心市街地のさらなるにぎわい創出のため、民間が主体となっ

て実施する中心市街地の活性化事業への補助をはじめ、商店街等活性化事業補助、

産業振興センターの指定管理委託に係る経費など、総額６億２，３４８万８，００

０円を計上いたしております。 

土木費関係では、伊丹市自転車ネットワーク計画に基づく自転車レーン等整備事

業として、市道昆陽車塚線の整備に係る経費をはじめ、安全で快適な道路環境を維

持するため、舗装補修工事や転落防止柵設置工事のほか、都市計画道路山田伊丹線

整備事業に伴う用地測量や物件調査等の実施に係る経費など、総額４９億４，１４

０万２，０００円を計上いたしております。 

消防費関係では、消防局庁舎、及び東消防署庁舎における空調設備の更新工事を

実施するほか、資機材搬送車、及び査察車について、計画的な消防車両の更新に係

る経費など、総額２０億７，１４６万１，０００円を計上いたしております。 

教育費関係におきましては、幼児教育推進計画に基づき、令和４年４月の開設に

向け、南西部こども園の新築工事に係る経費を計上するとともに、保育需要の高ま

りに対応するため、民間保育所等の整備に係る補助や、利用者数の増加が見込まれ

る伊丹、及び池尻児童くらぶの施設整備に係る経費を計上いたしております。 

また、学校園施設の整備事業としましては、令和２年度２月補正予算に前倒しし



て計上したものに加え、小中学校における大規模改造工事や、空調設備改修工事の

ほか、高天井用照明のＬＥＤ化工事に係る経費などを計上しており、総額１９３億

６，９５２万８，０００円を計上いたしております。 

次に、主な特別会計について御説明申し上げます。まず、国民健康保険事業特別

会計予算でありますが、本年度の予算総額は、１８８億２，４０２万１，０００円

で、前年度に比べ、０．６％の増となっております。その主な内容としましては、

被保険者を２万４，１７０世帯、３万６，９３０人と想定し、療養諸費では前年度

に比べ、１．２％増の、１２８億１，７３９万３，０００円、国民健康保険事業費

納付金は前年度に比べ、１．６％減の、５３億７，０２５万６，０００円を計上い

たしております。 

介護保険事業特別会計予算につきましては、本年度の予算総額は、１４８億４，

８５４万２，０００円で、前年度に比べ、３．４％の減となっております。その主

な内容といたしましては、保険給付費が前年度に比べ、２．６％減の、１３７億１，

１６７万６，０００円、地域支援事業費は前年度に比べ、１７．０％減の、７億６，

５９８万５，０００円を計上いたしております。  

続きまして、企業会計でありますが、病院事業会計につきましては、統合新病院

の整備に向けた実施設計業務や用地取得などに加え、病院機能の充実を図るための

手術用ロボットの導入や電子カルテの更新など、総額１７２億１，６１７万１，０

００円を、水道事業会計では、配水管改良事業、千僧浄水場等施設更新事業などで、

総額６４億９，１７４万９，０００円を、工業用水道事業会計では、総額６億９１

４万５，０００円を、下水道事業会計では、公共下水道管渠改築事業、流域下水道

建設負担金などで、総額７９億８，０９９万４，０００円を、それぞれ計上いたし

ております。また、交通事業会計では、引き続き「伊丹市交通事業経営戦略」に掲

げる経営目標の実現に向け、より安全・安心・快適に市営バスを利用いただける環

境を整備するため、超低床大型乗合車両の更新、ドライブレコーダーの更新事業な

どで、総額２７億８，９５５万８，０００円を、モーターボート競走事業会計では、

一般会計への繰出金３億円などで、総額１８６億２，１１２万９，０００円を計上

いたしております。 


